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農林水産業費（1.91％）
4億8,108万円

商工費（2.16％）　
5億4,476万円

議会費（0.92％）　
2億3,130万円

諸収入（2.87％）
7億3,351万円

港湾費（1.56％）
3億9,296万円

災害復旧費（0.00％）
17万円

地方譲与税（0.62％）
　1億5,864万円

総務費（13.99％）
　35億2,678万円

民生費（28.05％）
　70億7,235万円

教育費（8.09％）
　20億3,972万円

公債費（7.90％）
　19億9,143万円

衛生費（11.71％）
　29億5,147万円

土木費（7.32％）
　18億4,712万円

消防費（3.85％）
9億7,112万円

使用料および手数料（1.91％）
4億8,725万円

分担金および負担金（0.52％）
　1億3,205万円

寄附金（2.10％）
5億3,734万円

その他（3.93％）
10億360万円

市税（38.99％）
　99億5,679万円

国庫支出金（17.51％）
　44億7,177万円

地方交付税（13.60％）
　34億7,178万円

その他（6.82％）
　17億4,172万円

市債（4.36％）
　11億1,430万円

県支出金（6.77％）
　17億3,002万円

自
主
財
源

依
存
財
源

250億

200億

150億

100億

50億

諸支出金（12.54％）
　31億6,241万円

市
の
家
計
簿

　
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
税
金
な
ど
が
昨
年
度
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
、

令
和
５
年
度
決
算
報
告
、
令
和
５
年
度
決
算
よ
り
算
定
し
た
健
全
化
判
断

比
率
、
令
和
６
年
度
上
半
期
業
務
状
況
（
企
業
会
計
）、
職
員
の
給
与
と
定

員
状
況
を
掲
載
し
ま
す
。

令
和
５
年
度 
決
算
報
告

一
般
会
計

物
価
高
騰
・
人
口
減
少
対
策
に
重
点

市
税
を
主
な
財
源
と
し
て
、
学
校
、
道
路
な
ど
の
建
設
・
整
備
を
は
じ
め
、
福
祉
、
消
防
、
教
育
な
ど
市
の
行
政
運
営

の
基
本
的
な
経
費
を
計
上
し
た
会
計
で
す
。
令
和
５
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
、
地
方
交
付
税
や
ふ
る
さ
と
坂
出
応
援
寄
附

金
が
増
加
し
、
価
格
高
騰
重
点
支
援
給
付
事
業
を
は
じ
め
と
す
る
物
価
高
騰
対
策
事
業
費
は
増
加
し
た
も
の
の
、
令
和
４

年
度
に
実
施
し
た
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
が
完
了
し
た
こ
と
に
よ
り
、
歳
入
・
歳
出
と
も
に
前
年
度
に
比
べ
減
少

し
て
い
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
歳
入
は
２
５
５
億
３
，８
７
７
万
円
、
歳
出
は
２
５
２
億
１
，２
６
７
万
円
で
、
差
し
引
き
３
億
２
，６
１

０
万
円
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
中
に
は
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源 

1
億
２
，５
２
２
万
円
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
実
質
収
支
は
２
億
88
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

用
語
解
説

歳　
入

自
主
財
源

自
主
財
源
　
市
町
村
が
自
ら
の
手
で
徴
収

ま
た
は
収
納
で
き
る
財
源

市
税
　
市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自

動
車
税
な
ど

使
用
料
お
よ
び
手
数
料
　
施
設
や
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
で
得
る
お
金

分
担
金
お
よ
び
負
担
金
　
保
育
所
や
施

設
入
居
者
の
負
担
金
な
ど

寄
附
金
　
ふ
る
さ
と
坂
出
応
援
寄
附
金

な
ど

そ
の
他
　
財
産
収
入
、
繰
入
金
、
繰
越
金

依
存
財
源

依
存
財
源
　
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り

割
り
当
て
ら
れ
る
も
の
な
ど

市
債
　
道
路
や
学
校
な
ど
を
整
備
す
る

た
め
に
借
り
入
れ
た
お
金

国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
、
地
方
交
付

税�

、地
方
譲
与
税
　
国
や
県
か
ら
交
付
さ

れ
る
お
金

そ
の
他
　
利
子
割
交
付
金
、
地
方
消
費

税
交
付
金
、
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付

金
、
国
有
提
供
施
設
等
所
在
市
町
村

助
成
交
付
金
、
交
通
安
全
対
策
特
別

交
付
金
、
地
方
特
例
交
付
金
、
配
当

割
交
付
金
、
株
式
等
譲
渡
所
得
割
交

付
金
、
環
境
性
能
割
交
付
金
、
法
人

事
業
税
交
付
金

歳　
出

議
会
費
　
議
会
の
運
営
な
ど

総
務
費
　
総
務
、
企
画
、
財
務
、
国
際
交

流
な
ど

民
生
費
　
児
童
福
祉
、
高
齢
者
福
祉
、
障

害
者
福
祉
な
ど

衛
生
費
　
検
診
、
予
防
接
種
、
環
境
保
全
、

墓
地
整
備
な
ど

農
林
水
産
業
費
　
農
業
、
水
産
業
の
振
興

商
工
費
　
商
工
業
、
観
光
振
興
、
消
費
者

や
労
働
者
の
対
策
な
ど

土
木
費
　
道
路
や
公
園
、
住
宅
の
整
備
な

ど
港
湾
費
　
港
湾
や
漁
港
施
設
な
ど
の
建
設
、

維
持
管
理

消
防
費
　
消
火
、
救
急
活
動
、
防
災
対
策

な
ど

教
育
費
　
学
校
、
公
民
館
、
図
書
館
な
ど

の
教
育
施
設
の
維
持
、
整
備
な
ど

災
害
復
旧
費
　
災
害
の
復
旧
に
要
す
る
経

費
公
債
費
　
施
設
整
備
な
ど
の
借
入
金
の
返

済
諸
支
出
金
　
過
年
度
支
出
、
特
別
会
計
繰

出
金
な
ど

本市は、今後も行財政改革を積
極的に推進し、限られた財源の
中で「最少の経費で最大の効果」

があげられるよ
う効率的な市政
運営を進めてい
きます。

令和5年度中に
市民1人当たりに使われた金額

（人口50,105人（令和6年4月1日現在）で算出）

費目ごとに見てみると…

○�内の矢印は令和4年度決算と比較した増減
を表しています。

（　）内の数字は令和4年度決算

総務費
70,388円
（79,210円）

民生費
141,151円
（134,030円）

衛生費
58,906円
（57,989円）

土木費
36,865円
（32,877円）

教育費
40,709円
（78,232円）

公債費
39,745円
（39,474円）

その他 （諸支出金、消防費、商工費など）
115,433円
（107,543円）

503,197円
（529,355円）

255億3,877万円252億1,267万円
歳 入歳 出
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特
別
会
計

企
業
会
計

特
定
の
歳
入
を
も
っ
て
特
定
の
事

業
を
行
う
場
合
な
ど
、
他
の
会
計
と
区

分
し
て
経
理
す
る
必
要
が
あ
る
場
合

に
、
法
律
や
条
例
に
基
づ
い
て
設
置
し

て
い
る
も
の
で
す
。
令
和
５
年
度
の
８

の
特
別
会
計
の
決
算
状
況
は
、
次
の
と

お
り
で
す
。

民
間
の
会
社
の
よ
う
に
、
そ
の
事
業
の
収
入
で
支
出
を
ま
か
な
う
独

立
採
算
事
業
で
、
本
市
で
は
下
水
道
事
業
と
病
院
事
業
が
あ
り
ま
す
。

会　計　名 歳　　入 歳　　出
国民健康保険 59億4,217万円 57億7,612万円
与島診療所　 626万円 626万円
港湾整備事業 1億6,716万円 1,095万円
王越診療所 992万円 992万円
坂出駅北口地下駐車場事業 2,682万円 2,057万円
介護保険 60億6,959万円 59億9,798万円
介護保険介護予防支援 6,502万円 6,502万円
後期高齢者医療 11億459万円 11億349万円

貸借対照表� （令和6年3月31日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 53億9,362万円 固 定 負 債 58億8,976万円
流 動 資 産 79億4,594万円 流 動 負 債 9億3,555万円

繰 延 収 益 11億4,181万円
資 本 金 20億1,125万円
資本剰余金 859万円
利益剰余金 35億6,199万円
評価差額等 △2億939万円

合  計 133億3,956万円 合  計 133億3,956万円
損益計算書� （令和5年4月1日〜令和6年3月31日）

費用の部 収益の部
医 業 費 用 66億3,261万円 医 業 収 益 67億1,180万円
医業外費用 3億7,783万円 医業外収益 10億188万円
特 別 損 失 4,812万円 特 別 利 益 3億2,585万円
当年度純利益 9億8,097万円
合  計 80億3,953万円 合  計 80億3,953万円

　延べ患者数　入院 56,138人　外来 135,003人

貸借対照表� （令和6年3月31日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 142億9,088万円 固 定 負 債 64億7,401万円
流 動 資 産 3億3,713万円 流 動 負 債 7億6,891万円

繰 延 収 益 55億8,297万円
資 本 金 16億2,904万円
資本剰余金 1億7,308万円

合 計 146億2,801万円 合 計 146億2,801万円
損益計算書� （令和5年4月1日〜令和6年3月31日）

費用の部 収益の部
営 業 費 用 8億6,085万円 営 業 収 益 4億7,114万円
営業外費用 7,828万円 営業外収益 4億6,799万円
特 別 損 失 0万円 特 別 利 益 0万円
当年度純利益 0万円
合 計 9億3,913万円 合 計 9億3,913万円

　延べ有収水量　2,064,627㎥

貸借対照表� （令和6年9月30日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 52億8,235万円 固 定 負 債 58億8,458万円
流 動 資 産 75億9,164万円 流 動 負 債 6億3,885万円

繰 延 収 益 10億1,508万円
資 本 金 20億1,125万円
資本剰余金 859万円
利益剰余金 35億6,123万円
評価差額等 △2億4,559万円

合  計 128億7,399万円 合  計 128億7,399万円
損益計算書� （令和6年4月1日〜9月30日）

費用の部 収益の部
医 業 費 用 32億6,274万円 医 業 収 益 32億7,699万円
医業外費用 1億8,937万円 医業外収益 1億3,570万円
特 別 損 失 382万円 特 別 利 益 4,249万円

当年度純損失 75万円
合  計 34億5,593万円 合  計 34億5,593万円

貸借対照表� （令和6年9月30日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 141億2,190万円 固 定 負 債 64億7,401万円
流 動 資 産 9億8,093万円 流 動 負 債 13億5,499万円

繰 延 収 益 54億7,171万円
資 本 金 16億2,904万円
資本剰余金 1億7,308万円

合 　 計 151億283万円 合 　 計 151億283万円
損益計算書� （令和6年4月1日〜9月30日）

費用の部 収益の部
営 業 費 用 4億1,354万円 営 業 収 益 2億2,949万円
営業外費用 3,861万円 営業外収益 2億2,279万円
特 別 損 失 13万円 特 別 利 益 0万円
当年度純利益 0万円
合 計 4億5,228万円 合 計 4億5,228万円

下水道事業
令和5年度は、元町二丁目、谷町二

丁目などで下水道布設工事を行い、
処理区域面積の拡大を図りました。

令和5年度末までの業務実績は、処
理 区 域 面 積349.31ha（ 前 年 度 比
1.09％増）、水洗化人口11,692人 

（ 前 年 度 比2.27 ％ 増 ）、 有 収 水 量
2,064,627㎥（前年度比1.66％増）
となりました。

令和5年度の事業収支の状況は、営
業収益が4億7,114万円、営業費用が
8億6,085万円で、これに営業外収支
などを加え、収支0円となっています。

病院事業
令和5年度も、中讃地域の第二種感

染症指定医療機関として中心的な役
割を担い、公立病院としての使命を
果たすべく病院運営を行いました。ま
た、医療機能、患者サービスの充実
を図るため、外科用X線テレビシス
テム、全身用X線骨密度測定装置の
導入などを行いました。

令和5年度の事業収支は、医業収益
が67億1,180万円（前年度比5.69％
増）、医業費用が66億3,261万円（前
年度比3.39％増）で、これに医業外
収支などを加えると、9億8,097万円
の純利益となりました。

令和6年度上半期業務状況（企業会計）
病院事業 下水道事業

健全化判断比率

資金不足比率

本市の健全化判断比率は、全て基準を下回りました。

本市の資金不足比率は、全特別会計において、基準を下回りました。

Ｑ

Ｑ

令和5年度決算より算定した健全化判断比率などについて
平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定されました。
この法律は、健全化判断比率などの財政指標を設け、その比率に応じて早期（経営）健全化基準（イエ

ローカード）と財政再生基準（レッドカード）が定められています。
平成20年度（平成19年度決算）から健全化判断比率などを公表し、平成21年度（平成20年度決算）か

らは、健全化判断比率などのうちいずれかが基準以上の場合は、財政健全化計画などの策定が義務付けら
れています。

本市の健全化判断比率と資金不足比率は、下表のとおり、全て基準を下回り、本市の財政状況が「健全
段階」であることを示す結果となりました。

今後とも、行財政改革実施計画を着実に実行し、効率的な財政運営を行ってまいります。

基金と市債
坂出市の預貯金に当たる基金残高は、令和5年

度末現在、74億6,502万円となっています。
一方、借入金に当たる市債残高は、令和5年度

末現在、362億9,058万円（一般会計243億
1,479万円、特別会計9,509万円、企業会計118
億8,070万円）です。

  （単位　％）

健全化
判断比率

令和5年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準 用　　語　　の　　説　　明

実質赤字比率 −
（▲1.37） 12.84 20.00 一般会計等の実質的な赤字額の標準的な収入に対する割合

（財政運営の深刻度を示す）

連結実質赤字比率 −
（▲56.39） 17.84 30.00 全会計の実質的な赤字額の標準的な収入に対する割合

（地方公共団体全体としての運営の深刻度を示す）

実質公債費比率 7.8 25.0 35.0 一般会計等の実質的な借入金の返済額の標準的な収入
に対する割合（資金繰りの危険度を示す）

将来負担比率 73.3 350.0 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の残高の標
準的な収入に対する割合（将来負担の程度を示す）

  （単位　％）

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

病院事業 −（▲109.8）

20.0下水道事業 −（▲8.8）

坂出港港湾整備事業 −（▲613.2）

各公営企業の資金不足額
の事業規模に対する割合
で、経営状況の深刻度を
示します

資金不足比率とは

市民1人当たり	 預貯金	 14万8,988円
	 借入金	 72万4,291円

坂出市の財政状況は？

坂出市の預貯金と借入金はどのくらい？

※比率が算定されない場合は「−」で表示し、参考に黒字（資金剰余）の比率を「▲」で表示しています。

一般会計 特別会計 企業会計 基金合計
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